
事務事業評価の評価結果について（平成26年度の事業に対する評価）
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平成27年度
以降の事業
の方向性

所見

農業委員
会事務局

農地調査・
調整事務事
業

　農業生産法人の要件確認等の管理
及び農地に関する紛争が生じた場合
の和解の仲介等の事務を行います。

農業生産法人
の適正な管理

　農業経営形態の多様化によ
り、農業生産法人も様々な形
態で組織されています。この
ため、これら法人が、制度に
適合したものになっている
か、的確に管理する必要があ
ります。

農業生産法人の適正な
管理

　農業生産法人（33法人）
の満たすべき要件についての
詳細な審査により、制度の適
否について的確に管理されて
います。

4

　農業生産法人からの事業の
状況報告により、要件に適合
しているか確認したことによ
り、農業生産法人の事業の運
営状況の把握ができました。

現状維持

　農業生産法人の適正な管理
及び農地の所有、貸借などの
権利関係の紛争に係る和解の
仲介について、農地法の規定
に基づき、今後も引き続き的
確な業務運営にあたります。
　また、予定される制度改正
に係る情報収集に努めます。

農業委員
会事務局

国有農地等
管理処分事
業

  国有農地及び開拓財産の県による適
正な管理を進めるため、農業委員会
が境界確認申請等の窓口事務を行い
ます。

国有農地及び
開拓財産の管
理に係る適正
な窓口事務

　国有農地及び開拓財産に係
る境界確認の現場立ち会い等
適正な窓口事務を行う必要が
あります。

国有農地及び開拓財産
の管理に係る適正な窓
口事務

　現地確認等、県担当と連携
しつつ適正な窓口事務を行い
ました。

4
　国有農地及び開拓財産の境
界確認申請等の窓口となり適
正な事務ができました。

現状維持

　農業委員会が境界確認申請
等の窓口となって、引き続き
適正な事務管理を行っていき
ます。

農業委員
会事務局

農業者年金
受託制度事
業

　農業者年金への加入促進、被保険
者の資格確認、経営移譲年金並びに
老齢年金の裁定等の確認など、農業
者年金基金からの受託業務の適正な
運用を図ります。

農業者年金基
金からの受託
業務の適切な
運用

　農業者年金制度は、年金受
給要件など複雑であることか
ら、三重県農業会議など関係
諸機関との連携のもと、適切
な運用を図ります。

農業者年金基金からの
受託業務の適切な運用

　直接の窓口となるＪＡとの
連携により、受託業務の適切
な運用が図られています。
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　農業者の老後の生活の安定
及び福祉の向上と農業者の確
保に資するために、農業者年
金の加入推進及び加入者、年
金受給者に対する諸手続きの
指導、給付等の確認申請業務
を行ったことにより、適切な
農業者年金事務ができまし
た。

現状維持

　年金加入者は、減少傾向を
示しているものの、農業者の
老後の安定した生活にとって
大切な制度であることから、
農業者年金基金からの受託業
務について、引き続き適切な
対応にあたります。

農業委員
会事務局

農業委員会
一般事務事
業

　農業者の地位向上と農業生産の増
大に資するため、農地転用の規制及
び農地を効率的に利用するための権
利取得の促進等、農地の利用関係の
調整をはかるとともに、農地の利用
集積及び農業経営の合理化の促進、
農業に関する情報の提供等、農業委
員会等に関する法律第６条の規定に
基づく事務事業を行います。

農地法等関係
法令の適正な
執行

　安定的な農業経営ができる
よう適切な農地の保全に努め
るとともに、許可等の権限を
与えられた組織であることか
ら、適正かつ迅速に事務を執
行します。

農地法等関係法令の適
正な執行

　農地法第３条、第４条、第
５条に係る許認可等について
６７７件を処理するなど、関
係法令は適正に執行されてい
ます。

4

　農地部会では、優良農地の
確保を図るために農地法に基
づく許認可の審査及び現地調
査を行い、農地の集積の推進
を始め、農地の無秩序な転用
を防ぎ、適正な転用及び有効
利用を図ることができまし
た。
　農業振興部会では、各地区
の要望を取りまとめたことに
より、農業者の現状を把握す
るとともに農業者の生の声を
建議に反映することができま
した。
　また、農業委員会だよりの
発行によって農業に関する
様々な情報提供を図ることが
できました。

現状維持

　引き続き、農地法等関係法
令の厳正な執行に努めるとと
もに、農業振興施策に積極的
に参画していきます。
　また、農業委員会制度の改
革が見込まれることから、情
報収集に努めます。
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